
 
 

 

 

 

 

 

 

 令和７年度事業報告書 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公益財団法人 日本建築衛生管理教育センター 
 

 

 

 

 

 



- 1 - 

 

令和７年度事業報告 
 
 
 
 
１．講習会事業      

 

令和７年度においては、計画どおりの講習会を開催した。 

 開催の実績として、建築物環境衛生管理技術者講習会は、長野会場を含む計１４コース、

知事登録講習会は、新規講習会を４１コース、再講習会を８２コース、合計では１３７コー

スを実施し、受講者数は８,３０３人であった。 

 講習会の実施に当たっては、教務委員会及び試験問題委員会、修了認定委員会等を適宜開

催もしくは書面審査を行い、講習会事業の適正な運営及び講習会の充実と受講環境の向上を

図った。 

 

 （１）建築物環境衛生管理技術者講習会 

     ・コース数    １４コース （計画数 １４コース） 

     ・受講者数   １,０９５人  (見込数 １,１４０人） 

 

 （２）知事登録講習会 

   １）新規講習会 

     ・コース数    ４１コース （計画数 ４１コース） 

・受講者数   ２,１５０人 （見込数 ２,３３０人） 

 

２）再講習会 

     ・コース数    ８２コース （計画数 ８２コース） 

     ・受講者数   ５,０５８人 （見込数 ５,１００人） 

（講習会毎の内訳は別紙） 

 

(３）令和７年度地域別開催数（１３７コース） 
 

区 分 札 幌 仙 台 東 京 名古屋 大 阪 広 島 福 岡 沖 縄 その他 ｵﾝﾗｲﾝ 合 計 

管理 

技術者 

（１） 

１  

（０） 

１  

（５） 

５  

（１） 

１  

（４） 

４  

（１） 

０  

（１） 

１  

（１） 

０  

（１） 

１  
－ 

（１５） 

１４  

知事 

登録 

（４） 

６  

（２） 

２  

（５９） 

５２  

（５） 

６  

（３６） 

３４  

（２） 

２  

（６） 

１１  

（１） 

２  

（１） 

０  

（８） 

８  

（１２４） 

１２３  

（前年度実績） 

合 計 

（５） 

７  

（２） 

３  

（６４） 

５７  

（６)       

 ７  

（４０） 

３８     

（３） 

２  

（７） 

１２  

（２） 

２   

（２） 

１  

（８） 

８  

（１３９） 

１３７  

※ その他：管理技術者１（長野）、オンライン：知事登録８（清再４、貯再４） 
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(４）講習会関連委員会の開催 

教務委員会を始め、各委員会を下記のとおり開催した。 

・教務委員会          １回 

・試験問題委員会        １回 

・受講資格委員会       ２１回（うち書面１９回） 

・修了認定委員会        ８回 

・地区委員会         １０回 

・教授打合会          ６回 

・各知事登録講習会委員会   ３３回（うち書面１４回） 

 

 建築物環境衛生管理技術者講習会テキスト「新 建築物の環境衛生管理」は、正誤表の

修正、法改正や規格・基準のアップデートを行い、第２版２刷として印刷した。 

また、知事登録講習会テキストについても、清掃作業監督者講習会、空気環境測定実施

者講習会、統括管理者講習会のテキストについて、法改正や規格・基準のアップデートを

行い、改訂した。 

 

（５）オンライン講習会の開催 

清掃作業監督者再講習会のオンライン講習会を４回開催し、受講者数は３２５人であ

った。（前年度：４回、１７８人） 

また、貯水槽清掃作業監督者再講習会のオンライン講習会を４回開催し、受講者数は

５９６人であった。（前年度：４回、１９４人） 

知事登録再講習会申込受付のオンライン化について検討を進めているが、現状のシス

テムとの調整等を含め、導入に際し、引き続き検討を行うこととした。 

 

 

 

２．国家試験事業 

   

建築物衛生法に基づく指定試験機関として、第５５回建築物環境衛生管理技術者試験を次

のとおり実施した。 

試験実施に当たり、試験委員会（試験実施方針の決定及び合否判定）、幹事委員会（試験

問題の選定４回）の開催などにより、適正、公正な試験を実施し、合格発表においては、合

格基準及び正答並びに試験問題などをホームページに掲載した。 

また、受験者からの科目別得点等の個人情報の開示請求については、５８件の請求があり、

個人情報保護規程に基づき開示した。 

 

（１）試験日程等 

   １）試 験 日   令和７年１０月５日（日） 

   ２）合格発表日   令和７年１１月１１日（火） 
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   ３）試 験 地   全国６地区８会場 

            （北海道､宮城県､東京都､愛知県､大阪府､福岡県） 

 

（２）受験者数等 
 

 
① 受験票交付数 ② 受験者数 ③ 合格者数 

 

④ 合格率 

（③／②） 

令和７年度 

実 績 

（計 画） 

 

 ９,６０２人  
  （９,８００人） 

７,１３１人 ２,１８０人 ３０.６％ 

前年度実績 １０,５１２人  ７,５９３人 １,７５９人  ２３.２％ 

 

 

 

３．検査事業    

 

建築物衛生法施行規則に基づく室内浮遊粉じん計の較正、飲料水の水質検査並びに水道法

に基づく簡易専用水道施設の検査、給湯設備等におけるレジオネラ属菌の検査等を下記のと

おり実施した。 

 

      令和７年度各種検査実施件数 
 

 令和７年度計画 令和７年度実績 

室内浮遊粉じん計の較正 ７，０００件  ７，０４９件  

飲料水の水質検査  ８００件  ８２５件  

簡易専用水道施設の検査 ４２０件  ２４７件  

防錆剤品質規格検査 ４件  ４件  

レジオネラ属菌の検査 ４３０件  ４６４件  
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４．調査研究事業  

 

建築物環境衛生管理における技術面の充実と関連情報集積のため、教育センターにおいて

調査研究を実施するとともに、関連学会等の外部関係機関との連携、技術提供及び研究助成

を行った。 

 

（１）調査研究 

１）教育センター調査研究 

     ・課 題   「マイクロ粒子が粉じん計測定値に与える影響の検討」 

             期 間：令和７年度 

 

２）研究助成事業 

①指定調査研究 

・課 題   「建築物内における中高年、高齢者の熱中症の発生状況と 

対策に関する調査研究」 

研究代表者：榎本 ヒカル 氏（相模女子大学） 

②一般公募調査研究 

・課 題 １ 「ドローンによる建築物内の高所掃除と 

採取したホコリの組成および細菌分析」 

研究代表者：富樫 盛典 氏（国士舘大学） 

・課 題 ２ 「医療と療育を行う重症心身障害児･者施設における 

療育環境の実態把握と問題点の整理」 

研究代表者：青木  哲  氏（岐阜工業高等専門学校） 

・課 題 ３ 「ミスト発生装置の細菌汚染の指標に関する調査研究」 

研究代表者：濱武 通子 氏（岐阜医療科学大学） 

 

（２）研究発表、シンポジウム等の開催 

建築物環境衛生管理全国大会において、下記のとおり研究発表、シンポジウム等を開催

した。 

・研究発表  ２３題（調査研究部門 １４題、事例報告部門 ９題） 

・ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 「IoTを活用した建築物衛生管理の可能性」 

              座 長：林  基哉 氏（北海道大学工学研究院 客員教授） 

    ・専門講座 「ネット・ゼロ・ウォーターの概念と最新給水原単位」 

            講 師：大塚 雅之 氏（関東学院大学 教授） 

・特別講演 「新型コロナウイルス感染症対策－総括とこれから－」 

            講 師：岡部 信彦 氏（元 内閣官房新型コロナウイルス 

感染症対策分科会構成員） 

（３）関連学会等との連携 

空気調和・衛生工学会、日本防菌防黴学会、日本空気清浄協会、日本公衆衛生学会等へ

参加し、調査研究成果の発表及び技術、知見の向上を図った。 
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５．啓発・広報・出版事業    

 

建築物における衛生的環境の確保、維持管理の重要性について、広く人々に理解・周知を図

るため、建築物環境衛生管理全国大会及び季刊誌、ホームページ等を通じた啓発・広報を行っ

た。 

 

（１）広報事業 

１）第５３回建築物環境衛生管理全国大会 

・ﾒｲﾝﾃｰﾏ  「社会変化と建築物衛生」 

    ・実 施  令和８年１月２２日(木)・２３日(金) 

    ・会 場  日本教育会館一ツ橋ホール（東京都千代田区一ツ橋） 

・行 事  特別講演、専門講座、シンポジウム、研究集会、式典 

・参加者  延べ５２０名 

 

２）式典における表彰 

・建築物における衛生的環境の確保に関し顕著な功績のあった者 

       厚 生 労 働 大 臣 表 彰：２０名 

       教育センター会長表彰：２２名 

    ・第５２回全国大会研究集会優秀発表表彰 

         調査研究部門：最優秀賞１題、優秀賞２題、特別賞２題を表彰 

         事例報告部門：最優秀賞１題、優秀賞２題、奨励賞２題を表彰 

     

（２）出版事業 

令和７年度作製・販売部数 
 

書  籍  名 作製実績 販売実績 

季刊誌「ビルと環境」 ３，４００部  １,２７９部  

新 建築物の環境衛生管理（第２版１刷）  － １３３部  

新 建築物の環境衛生管理（第２版２刷） ３，６００部   － 

レジオネラ症防止指針（第５版) － ３１３部  

改訂 特定建築物における建築確認時審査のためのガイドライン － ３４部  

※ 新 建築物の環境衛生管理（第２版２刷）：令和８年度から使用・販売 
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６．公益法人認定法に基づく記載事項 

 

  公益目的事業の実施状況、公益法人の運営体制その他の公益法人の適正な運営を確

保するために必要なものとして内閣府令で定められた記載事項は、以下のとおりであ

る。 

 

（１）公益目的事業の実施状況 

公１ 建築物における衛生的環境の確保に関する事業 

 

１．建築物環境衛生管理技術者試験、講習会及び知事登録講習会事業の実施 

 

（１－１）建築物環境衛生管理技術者試験（国家試験）事業 

① 実施概要 ２、３頁のとおり、② 実施規模 ２、３頁のとおり 

③ 公益性確保の取組 

・合格発表時に正答及び合格基準を公開 

・特定建築物又はそれに類する用途の建築物において、環境衛生上の維持管理に関する実務に

業として2年以上従事された方は誰でも受験可能 

・大学等において建築物衛生に関する科目を担当する教授又は准教授の職にあり、又はあった

者等を国家試験委員に委嘱して問題作成及び合否判定業務を実施 

④ 成果 ３頁のとおり 

⑤ 今後の改善 

・受験者数の維持及び増加 

 

（１－２）建築物環境衛生管理技術者講習会事業 

① 実施概要 １、２頁のとおり、② 実施規模 １、２頁のとおり 

③ 公益性確保の取組 

・特定建築物に相当する建築物において、環境衛生上の維持管理に関する実務又は、指導監督

経験を有し、受講者の学歴及び保有している資格に応じて１～５年としており、その条件を満

たす者が受講可能 

・受講資格について、学識経験者を委員とした受講資格委員会を設置し、審査実施 

・修了の認定は、受講時間、試験結果を基に講師及び外部の学識経験者から構成する修了認定

委員会の審査により実施 

④ 成果 １頁のとおり 

⑤ 今後の改善 

・受講者の維持及び増加 

 

（１－３）知事登録講習会事業 

① 実施概要 １、２頁のとおり、② 実施規模 １、２頁のとおり 

③ 公益性確保の取組 

・講習会の開催日程・要領等はホームページ及びパンフレット等で広く公表 

・建築物衛生法施行規則に明記されている受講資格、科目、時間数等を手引及びホームページ

等で公開 

・清掃作業監督者講習会はビルクリーニング技能士又は建築物環境衛生管理技術者免状の交付

を受けている者、空調給排水管理監督者講習会は、ビル設備管理技能士又は建築物環境衛生管
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理技術者免状の交付を受けている者、統括管理者講習会は、建築物環境衛生管理技術者免状の

交付を受けている者は受講可能 

・上述した３講習会以外の講習会については、高等学校卒業者等であって、登録をしようとす

る事業の実務に従事した経験を２年以上有する者又は、登録をしようとする事業の実務に従

事した経験を有する者であれば、受講可能 

・受講資格について、学識経験者を委員とした受講資格委員会を設置し、審査実施 

・講習の課程の修了について、講習会の最終日に試験を実施し、出題される試験問題の作成及

び修了の認定は、各登録講習会毎に設置した学識経験者からなる委員会の審査により実施 

④ 成果 １頁のとおり 

⑤ 今後の改善 

・受講者の維持及び増加 

・知事登録再講習会申込受付のオンライン化 

 

２．室内空気環境測定機器の較正事業の実施 

 

① 実施概要 ３頁のとおり、② 実施規模 ３頁のとおり 

③ 公益性確保の取組 

・建築衛生法施行規則に規定されている登録基準を満たし、厚生労働大臣の登録を受けて実施 

・登録申請において届け出ている粉じん計較正規格に基づき実施 

・粉じん計較正規格はホームページに示し、依頼者の要望に応じて配布 

・全国からの検査申請に対応するため、宅配等により依頼受付 

・検査の信頼性確保のため、検査部門管理者及び信頼性確保部門管理者を専任し、業務管理及

び精度確保に関する書類に基づき審査実施 

④ 成果 ３頁のとおり 

⑤ 今後の改善 

・検査数の維持及び増加 

 

３．建築物の環境衛生の確保に関する調査研究及び普及啓発事業の実施 

（３－１）建築物の環境衛生に関する調査研究事業 

 

（３－１－１）調査研究の助成（一般公募及び指定研究） 

① 実施概要 ４頁のとおり、② 実施規模 ４頁のとおり 

③ 公益性確保の取組 

・応募要領、募集期間はホームページにより公開し、保健所職員、学校機関、研究機関および

関係団体等を対象に広く募集 

・助成研究課題について、外部委員による委員会を組織し、公募研究課題の採択審査及び指定

研究課題の内容等について、その意見を反映して実施 

・課題の採択については、建築物環境衛生に関する専門家による委員会を組織し、その意見を

反映して実施 

・ホームページにより、課題名、助成個人名及び所属団体、成果概要を公開 

・研究の成果については、報告書の提出を義務付け、研究内容によっては学会及び全国大会で

発表を行う他、概要をホームページにより公開 

④ 成果 ４頁のとおり 

⑤ 今後の改善 

・課題の多様化及び応募数の増加 
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（３－１－２）センター調査研究 

① 実施概要 ３、４頁のとおり、② 実施規模 ３、４頁のとおり 

③ 公益性確保の取組 

（ア）センター調査研究 

・調査研究の実施結果については、報告書に取りまとめ、関係機関、団体等に送付するととも

に、研究内容によっては学会及び全国大会で発表を行う他、ホームページに公開 

・調査研究の実施にあたっては、建築物環境衛生に関する専門家の助言を得つつ、その意見を

反映して実施 

（イ）簡易専用水道施設検査 

・水道法に規定されている管理基準及び検査方法等の登録基準を満たし、国土交通大臣・環境

大臣の登録を受けて実施 

・検査の基準は法律に明記されており、管理基準についてはホームページに掲載 

・ホームページに業務案内を掲載し、一般からの検査依頼に対応 

（ウ）水質検査・レジオネラ属菌検査等 

・建築物衛生法施行規則第２７条第１項の規定を満たしており、水質基準に関する省令及び各

関連法規に準じて実施 

・水質検査の方法については、依頼者の要望に応じ配布 

・ホームページに業務案内を掲載し、一般からの検査依頼に対応 

④ 成果 ３、４頁のとおり 

⑤ 今後の改善 

・研究課題の多様化 

・検査数の維持及び増加 

 

（３－２）広報等事業 

 

（３－２－１）全国大会の開催 

① 実施概要 ４、５頁のとおり、② 実施規模 ４、５頁のとおり 

③ 公益性確保の取組 

・開催の周知については、ホームページ、季刊誌、ポスター等により広く実施 

・聴講の参加資格は設けず、希望者は誰でも参加可能 

・建築物衛生に係る学識経験者、実務者により構成される実行委員会を設置し、シンポジウム、

専門講座のテーマ等について審議 

・会長表彰、研究発表優秀課題表彰とも、それぞれ、学識経験者で構成される審査委員会を設

置し、受賞者を選考 

・功績優秀者は、関係団体へ表彰基準を公表し、満たしている者の推薦受付 

・表彰者、受賞者から、参加料、審査料等一切の料金徴収なし 

④ 成果 ４、５頁のとおり 

⑤ 今後の改善 

・参加者の増加 

 

（３－２－２）刊行物の発行 

① 実施概要 ５頁のとおり、② 実施規模 ５頁のとおり 

③ 公益性確保の取組 

・季刊誌は発行部数の４割は関係者への贈呈とし、販売についても啓発の観点から実費以下の
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価格設定 

・季刊誌以外の図書も実費ベースの価格設定 

・出版物の販売対象者を限定せず、希望者は誰でも購入可能 

・ホームページに出版物の概要や購入方法を掲載し、各窓口でも購入希望者へ販売 

・季刊誌及び各出版物は、それぞれ専門家・学識経験者で構成される編集委員会を設置し、内

容について専門的な意見・助言等を受け編集作業を実施 

④ 成果 ５頁のとおり 

⑤ 今後の改善 

・販売数の増加 

 

（２）運営体制の充実を図るための取組 

外部理事・監事の選任に当たっては、建築物の環境衛生管理に関する深い見識を有

する学識者、関係団体推薦者、行政関係者及び公認会計士を候補者として選任した。 

外部理事・監事の役割を全うするために、必要に応じ情報提供を行うなど運営体制

の充実に努めた。 
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（別紙） 

令和７年度講習会実績 

 

１ 建築物環境衛生管理技術者講習会 
 

  
           講習会の種類 

令和７年度計画 令和７年度実績 
備考 

 コース   受講者数  コース   受講者数 

  建築物環境衛生管理技術者講習会 １４  １,１４０   １４ １,０９５  

 

２ 知事登録講習会 
 

  
           講習会の種類 

令和７年度計画 令和７年度実績 
備考 

 コース   受講者数  コース   受講者数 

  新規講習会   ４１ 

 

２,３３０   ４１ ２,１５０  

   ① 清掃作業監督者 

  ② 空気環境測定実施者 

  ③ ダクト清掃作業監督者 

  ④ 貯水槽清掃作業監督者 

  ⑤ 排水管清掃作業監督者 

  ⑥ 防除作業監督者 

  ⑦ 統括管理者 

  ⑧ 空調給排水管理監督者 

 ６ 

   ８ 

   １ 

  １１ 

   ３ 

   ４ 

   ４ 

   ４ 

  ３２０ 

     ３４０ 

      ２０ 

   ８３０ 

     １９０ 

     １８０ 

     ２２０ 

２３０ 

     ２６０ 

   ６ 

   ８ 

   １ 

  １１ 

   ３ 

   ４ 

   ４ 

   ４ 

   ２６０ 

     ２９４ 

      １７ 

  ８１０ 

     １８９ 

     ２０７ 

     １８９ 

     １８４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  再講習会  ８２    ５,１００  ８２   ５,０５８ 

６０ 

 

   ① 清掃作業監督者 

       〃      ｵﾝﾗｲﾝ 

② 空気環境測定実施者 

  ③ ダクト清掃作業監督者 

  ④ 貯水槽清掃作業監督者 

        〃     ｵﾝﾗｲﾝ 

  ⑤ 排水管清掃作業監督者 

  ⑥ 防除作業監督者 

  ⑦ 統括管理者 

  ⑧ 空調給排水管理監督者 

  １７ 

 ４ 

  １０ 

  １ 

２１ 

    ４

 ５ 

    ６

   ７ 

   ７ 

   １,０００

１６０ 

     ５８０ 

      ２０ 

１,５９０     

  １６０ 

     ２９０ 

４４０ 

     ４７０ 

     ３９０ 

１７ 

 ４ 

  １０ 

１ 

  ２１ 

    ４

 ５ 

    ６

   ７ 

   ７ 

７１７ 

     ３２５ 

５９１ 

      ２６ 

１,１８６     

  ５９６ 

    ２６８ 

４６２ 

     ４８３ 

     ４０４ 

  

  

 

 

 

 

 

 

         計  １２３ ７,４３０  １２３ ７,２０８    

 
 
 

    講 習 会  合 計（１＋２） 

 

 

 １３７ ８,５７０   １３７ ８,３０３  

 

人 人 

人 人 


